
 

 
 

シナリオ（ゲームチェンジシナリオ）による温室効

果ガス排出量の試算を行った（図-2）。また、上記

の検討内容等を踏まえ、2050年CNの実現に貢献する

ための下水道技術の技術開発項目について、ロード

マップとして整理を行った。 

 

３．2022年度の取り組み 

2022年度においては、2022年12月末現在で、上記

分科会を2回開催しており、もう1回開催予定である。 

2030年度目標達成に向けた取り組みとしては、温

室効果ガス削減目標設定支援ツールの作成検討を行

っている。このイメージ図を図-3に示す。処理方式

別に下水処理場を分類した上で、平均的な温室効果

ガス排出量原単位を整理し、自身と同規模の処理場

とどれくらい違いがあるか把握したうえで、省エネ

（省電力機器の導入等）や創エネ（消化ガス発電等）、

下水汚泥焼却の高度化による目標値を設定する。ま

た、本ツールは新技術導入による温室効果ガス排出

削減の効果試算もできるよう検討しており、各地方

公共団体の下水処理場での温室効果ガス削減に資す

るため、本ツールの早期の公開を目指している。 

2050年CNに向けた検討としては、2021年度に検討

した2050年のゲームチェンジシナリオの試算結果

（図-2）について、より実現可能性の高い技術内容

を盛り込むよう、検討を進めている。電力や燃料の

消費、水処理プロセスや汚泥焼却施設からの温室効

果ガスの排出、消化ガス発電や汚泥の固形燃料化等

による温室効果ガス排出量削減にあたり、個別技術

を検討したうえで、温室効果ガス排出量について精

査している（図-4）。今後、精査を進めながら、2050

年に温室効果ガス排出量を実質ゼロにするための方

策や導入すべき技術について検討を進める。 

その他、下水処理と廃棄物処理を連携させた資源

循環システムについて、コストや温室効果ガス排出

量の定量的な評価手法を検討している。また、下水

処理過程で発生する一酸化二窒素（N2O）の排出状況

やメカニズム分析等についても、自動測定機を用い

た連続モニタリングも活用しつつ、鋭意検討を進め

ている。さらに、将来的な下水道・流域管理・社会

システムの全体最適のあり方に関する議論に備え、

処理規模や立地等地域特性を考慮した効率的な下水

道資源の活用方法や、将来的に有効と考えられる新

技術情報も収集していく予定である。 

図-3 温室効果ガス（GHG）削減目標設定支援ツー

ルの手法のイメージ図 

図-4 2050年の温室効果ガス排出量の検討状況 

 

４．今後の展開 

2023年以降も、2050年CNに向け、必要な下水道技

術等について引き続き検討し、脱炭素社会へ貢献し

ていく。 

☞詳細情報はこちら 

1) 国総研下水道研究部 下水道技術開発会議エネ

ルギー分科会 ウェブサイト 

http://www.nilim.go.jp/lab/eag/energybunkakai.

html 

 

２）省エネ・創エネ等を含めた総合的な目標設定例
（焼却設備の有る処理場の場合）

※処理方法等により目標設定ラインが異なる
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１．はじめに 

我が国の道路ネットワークは一般道路における旅

行速度が低水準に留まっており、高速道路における

旅行速度との差のもとで中間的な旅行速度を確保す

る道路が少なく、道路ネットワークの適切な階層化

が構築されていないことが課題として挙げられる。

一般道路の旅行速度には、中央帯や沿道出入りの有

無、信号交差点間隔等が影響することが明らかにな

っており、国総研では目標旅行速度を達成するため

の道路構造要件の目安等を示すことを目指している。 

本分析では、一般道路における旅行速度に与える

影響として沿道出入りに着目し、まず、片側2車線の

幹線道路において流出入車両が幹線道路上の流出入

直後車両に与える影響の実態を把握し、その結果を

踏まえ、交通シミュレーションを用いて区間全体と

しての影響を検討した（図-1）。 

流出車両 流入車両減速 減速

②従道路から流入する車両に対して
幹線道路走行車両が減速

①従道路に流出する車両に対して
幹線道路走行車両が減速

個々の車両に対する影響

区間における影響

中央帯等により
上下線が分離

分析対象区間を走行する全車両の遅れ時間と旅行速度を分析

流出入直後車両の速度変化と遅れ時間を分析

 

図-1 分析対象のイメージ 

 

２．流出入車両が幹線道路走行車両に与える影響 

(1)調査概要 

国道21号に接続する4箇所、国道274号に接続する2

箇所の無信号交差点を対象に、流出入部、流出入部

上流および下流が映るようビデオカメラを設置し、

計24時間の観測映像を地点毎に取得した。いずれの

地点も片側2車線で中央帯等により上下線が分離さ

れ、流出入挙動は左折流出と左折流入のみである。 

(2) 個々の走行車両の速度変化の分析 

幹線道路を走行する車両の中から、流出入直後車

両として前方約150m区間内で流出入が生じた車両を

抽出し、流出入部直近と、上流側3地点、下流側1地

点における速度を取得した。1つの無信号交差点を例

に、各流出入直後車両の速度の変化の分布を図-2に

示す。ここで、「流出」は流出車両の直後車両、「流

入」は前方で流入車両があった幹線道路の直後車両

である。流出・流入どちらにおいても、上流100mま

ではほぼ自由流速度と同程度の速度で走行している

が、上流側50mから流出入部(0m)において速度の低下

が見られ、下流側150mの地点でほぼ自由流速度に回

復することが確認された。流出の方が速度低下が大

きい傾向にあるが、流出だけでなく流入によっても

幹線道路走行車両が遅れを被る可能性が示された。 

自由流速度
50.43km/h

進行方向

100m
150m

150m

50m

 

図-2 流出入車両の直後車両の速度変化 

次に、流出・流入車両による幹線道路走行車両の

遅れ時間を、流出入直後車両の実旅行時間と自由流

旅行時間の差とし、実旅行時間の方が小さくなった
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場合は0として算出した。各無信号交差点における遅

れ時間を、前方車の流出入挙動別に集計したものを

表-1に示しているが、流出・流入のどちらにおいて

も遅れ時間が発生していることが確認された。一方

で、遅れ時間は地点によってばらついており、今後

は地点による違いや路線による違いについても検討

する必要があると考えている。 

表-1 平均遅れ時間 

地点No. 流出(秒) 流入(秒) 全体:流出・流入(秒)
1 (国道21号) 2.19(110) 1.44(4) 2.16(114)
2 (国道21号) 3.27(100) 2.01(15) 3.10(115)
3 (国道21号) 2.18(56) 1.33(7) 2.09(63)
4 (国道21号) 1.89(194) 1.17(49) 1.74(243)
5(国道274号) 1.79(60) 1.48(14) 1.73(74)
6(国道274号) 0.95(357) 1.19(28) 0.97(385)

括弧内はサンプル数を示す  

(3) 区間における影響の分析 

幹線道路上のある区間において流出入車両が与え

る影響を、交通シミュレーションを用いて検討した。

調査を行った国道21号に接続する3地点が同一路線

かつ近接した地点であるため、これら地点の位置関

係や観測結果を用いてシミュレーション上で図-3の

ような道路区間を設定した。幹線道路交通量、流出

入交通量、流出入箇所数が影響すると考え、これら

の条件を変化させ、シミュレーションを実行した。 

幹線道路を走行した全車両を対象に遅れ時間と旅

行速度を求め、1台あたりに換算する。分析対象区間

の幹線道路全体を走行した車両に加え、流出入車両

が幹線道路を走行した区間で他の流出入車両から受

けた影響も分析対象に含めた。 

1,415m

149m 139m

121m

535m592m

122m127m

A B

a b c

調査地点
No.3

調査地点
No.1

調査地点
No.2

分析対象区間  

図-3 道路区間イメージ 

まず、幹線道路交通量を変化させた際の遅れ時間

と旅行速度を図-4に示す。1台あたりの遅れ時間にす

ると交通量が多いケースでも2秒に満たない結果と

なり、表-1に示す流出入直後車のみを対象とした遅

れ時間の観測値（約2～3秒）と比較すると小さい。

また、交通量の増加に伴って遅れ時間が増加し、平

均旅行速度が低下する結果となった。また、これは

流出入交通量を変化させた場合も同様であった。 
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平均旅行速度 自由流速度

流出交通量：120，流入交通量：70，計：190(台/h/全箇所)

 

図-4 幹線道路交通量と遅れ時間・旅行速度 
 

次に、流出入箇所数を変化させた際の遅れ時間と

旅行速度を図-5に示す。箇所数の変化に関わらず総

流出入交通量は変えていないが、流出入箇所数の減

少により1台あたりの遅れ時間は減少し、旅行速度が

向上するという結果になった。しかし、箇所数に関

わらず総流出入交通量を変えていないということは、

箇所数が減った場合は1箇所あたりの流出入車両が

増加することとなり、非優先車両である流入車両は

流入するまでの所要時間が長くなる。そのため、流

出入箇所数の減少は幹線道路の旅行速度向上に寄与

する可能性がある一方で、幹線道路以外の道路区間

においては悪影響を及ぼす可能性が考えられる。 
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図-5 流出入箇所数と遅れ時間・旅行速度 

 

３．おわりに 

幹線道路に接続する無信号交差点における流出入

車両は、直後を走行する幹線道路の車両の速度を低

下させるとともに、その前後の一定区間を走行する

車両全体で見ても遅れ時間の発生や旅行速度の低下

を招いている可能性があることがわかった。今後は

信号交差点も含めた幹線道路旅行速度の低下要因の

検討や、幹線道路に接続する道路を含めたネットワ

ークを対象とした検討も行う必要があると考えてい

る。  

☞詳細情報はこちら 

1) 沿道出入交通が幹線道路の旅行速度に与える影

響分析、第66回土木計画学研究発表会・講演集 
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１．はじめに 

自転車事故の総発生件数は10年間で半減してい

るのに対し、自転車対歩行者事故件数は横ばいで推

移している等の課題があり、自転車通行空間の整備

が一層求められている。自転車通行空間の整備につ

いては、2012年11月に国土交通省と警察庁が「安全

で快適な自転車利用環境創出ガイドライン」を作成

し、自転車は車道通行が大原則であるという観点に

基づき、道路交通状況に応じた設計の考え方が示さ

れている。しかしながら、これまで自転車通行空間

の整備が進められてきているものの、整備延長は令

和2年3月末時点で約2,900kmに留まり、整備形態の

約7割が車道混在となっている。 

 自転車通行空間の整備が進まない要因の1つに合

意形成の難しさや自転車通行空間の整備効果が明確

になっていないことが挙げられ、整備促進のために

は、整備効果の見える化が必要である。 

本稿では、自転車通行空間の通行安全性の観点に

おける整備効果を把握するための指標を検討し、走

行試験による検証結果を報告する。 

 

２．文献調査に基づく指標の検討 

 自転車の通行に関する安全性の把握に係る国内及

び海外の論文やガイドラインなどの文献を収集した。 

国内の文献では、自転車関連事故件数や車道順走

率、自動車の速度・交通量などの統計データ・観測

値のほか、アンケート調査に基づく、危険感等の主

観評価値、身体的な影響度合いを表す心拍変動など

が指標として用いられていた。一方、海外の文献で

は、幅員構成や路面状況、規制速度など自転車通行

空間の構造や交通規制に関するデータが用いられて

いた。 

次に、整理したデータについて、計測やデータ入

手の容易性、指標としての汎用性の観点を踏まえ、

指標及び影響要因を選定した（表-1）。なお、指標

は直接的に自転車の通行に関する安全性を把握でき

る可能性のあるもの、影響要因は安全性に影響を及

ぼす可能性のあるものと定義した。 

表-1 指標の検討結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．走行試験による指標の妥当性検証 

 異なる整備形態（自転車専用通行帯、車道混在、

整備なし）が連続する区間（図-1）を有する4路線に

おいて、10～11名の被験者による走行試験を行い、

ビデオ調査やアンケート調査により、２で選定した

指標及び影響要因を整理した。この指標及び影響要

因について、異なる路線・整備形態間の比較分析及

び、指標間の相関分析により、その妥当性検証を行

った。ここでは指標についての結果を述べる。  

 

図-1 調査対象路線のイメージ 

自転車専用通行帯車道混在整備なし
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